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（開示事項の経過）株式会社日立製作所との事業統合及び合弁会社の発足に関するお知らせ 

 

 当社と株式会社日立製作所（以下「日立製作所」といいます。）は、ATMを含む自動化機器事業を統合（以下

「本事業統合」といいます。）し、両社を株主とする日立チャネルソリューションズ株式会社（以下「日立チャ

ネルソリューションズ」といいます。）を母体とした合弁会社を発足させるため、当社の ATMを含む自動化機器

の開発・生産に関する事業を日立チャネルソリューションズに承継させる吸収分割（以下「本吸収分割」とい

います。）等の手続を進めてまいりました。 

 このたび、2026 年 10 月 1 日付で本吸収分割の効力が発生するとともに、日立製作所からの日立チャネルソ

リューションズ株式の一部の取得が完了し、本事業統合が完了しました。これに伴い、日立チャネルソリュー

ションズは「OH チャネルイノベーションズ株式会社」に商号を変更し、当社 60％、日立製作所 40％の出資に

よる合弁会社として発足しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本書において使用される各用語の意味は、別段の定めがない限り、2026年３月 26日付、同年８月 17

日付及び同年９月３日付の本事業統合に関する各適時開示において定められた定義に従うものとします。 

 

 

１．合弁会社（OHチャネルイノベーションズ株式会社）の概要 

（１） 名称 OHチャネルイノベーションズ株式会社 

（２） 本店所在地 東京都品川区大崎一丁目 6番 3号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 中津 正太郎 

（４） 主な役員 

代表取締役社長執行役員 中津 正太郎 

 （前職：沖電気工業株式会社 常務執行役員） 

代表取締役副社長執行役員 野畑 利彰 

 （前職：日立チャネルソリューションズ株式会社 取締役 常務執行役員） 

（５） 事業内容 
ATM 等の自動化機器製品およびソリューションの企画、開発、製造、販売、

運用・監視を含むサービス 

（６） 資本金 86億円 

（７） 決算期 ３月末日 

（８） 出資比率 
沖電気工業株式会社  60％ 

株式会社日立製作所  40％ 

（注）上記は主な役員のみを記載しており、役員全員を示すものではありません。 

  



２．本事業統合の概要 

 本事業統合は、当社の ATMを含む自動化機器の開発・生産に関する事業を日立チャネルソリューションズに

本吸収分割により承継させるとともに、当社が日立製作所から日立チャネルソリューションズ株式の一部を取

得することにより実施しました。この結果、当社は日立チャネルソリューションズ株式 120,000株（議決権所

有割合 60％）を保有し、日立チャネルソリューションズを当社の連結子会社としました。また、本事業統合

に伴い、日立チャネルソリューションズは「OHチャネルイノベーションズ株式会社」に商号を変更しまし

た。 

当社が本事業統合に伴い取得した日立チャネルソリューションズ株式の内容及び本事業統合前後の所有株式

数等は、以下のとおりです。 

 

（１） 取得対象会社 
日立チャネルソリューションズ株式会社 

（現商号：OHチャネルイノベーションズ株式会社） 

（２） 
吸収分割により割当てを受けた

株式数 
92,320株 

（３） 日立製作所から取得した株式数 27,680株 

（４） 取得株式数の合計 120,000株（議決権の数：120,000個） 

（５） 
日立製作所から取得した株式の

取得価額 

守秘義務により非開示とさせていただきます。本事業統合におけ

る日立チャネルソリューションズ株式の譲受は、当社が本吸収分

割によって同社の 92,320株の割当てを受けたうえで、当社の出資

比率が 60％となるまでの株式（27,680株）を追加で譲り受けるも

のであるところ、譲受にあたっては、本吸収分割の対価を含めて、

収益の状況や将来の見通し等を総合的に勘案し、両社で真摯に協

議を重ねた結果として取得価額を設定しております。 

（６） 株式取得日 2026年 10月１日 

（７） 本事業統合前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：０％） 

（８） 本事業統合後の所有株式数 

120,000株 

（議決権の数：120,000個） 

（議決権所有割合：60％） 

 

 

３．本吸収分割の内容 

（１）本吸収分割の方式 

当社を吸収分割会社、日立チャネルソリューションズを吸収分割承継会社とする簡易吸収分割です。 

 

（２）効力発生日 

 2026年 10月１日 

 

（３）本吸収分割に係る割当ての内容 

本吸収分割に際して、日立チャネルソリューションズは、当社に対して同社の普通株式 92,320株を割当て

交付しました。 

 

（４）分割した部門の事業内容 

 ATMを含む自動化機器の開発・製造等 

 

（５）分割した資産、負債の項目及び帳簿価額 

 本吸収分割により当社が分割し、日立チャネルソリューションズが承継した資産及び負債の帳簿価額の見込

額は、以下のとおりです。 



資産 負債 

流動資産 310億円 流動負債 69億円 

固定資産 78億円 固定負債 30億円 

資産合計 388億円 負債合計 99億円 

（注）上記金額は現時点における見込額です。本吸収分割に係る契約等に基づき、確定した金額との差異が生

じた場合には、所定の調整を行う予定です。 

 

 

４．今後の見通し 

本事業統合に伴う当社の 2027年３月期連結業績への影響については、今後、開示すべき事項が生じた場

合には、速やかにお知らせいたします。 

以 上 


